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1. 背景と目的 

 近年，地球温暖化が原因とされる異常気象が世界各

地で多発している．IPCCでは，今後も温暖化傾向は続

く可能性が高いと予測しており，我が国で特に懸念され

る気候への影響として高潮リスクの増大が挙げられる． 

高潮は，台風等による発達した低気圧の影響で高波

やうねりが発生する現象であり，河川氾濫や土地の浸

水につながる．近年は台風21号（2018年）や台風19号

（2019年）などによる前例のない規模の高潮が全国各地

で発生しており，こうした状況は今後さらに悪化する恐

れがある．我が国は国土面積あたりの海岸線延長が

92.24m/km2，人口あたりの海岸線延長も27.25m/百人と

他国に比べて非常に高く1)，また水災害に対して脆弱な

土地とされる三大湾（東京湾，伊勢湾，大阪湾）の海抜

ゼロメートル地帯に人口や資産が集中している．これら

の地域における高潮は，都市機能の停止による莫大な

経済損失につながりかねず，想定される被害を軽減す

るための適応策を早急に検討することが求められる． 

高潮被害の軽減へ向けた適応策としては，一般的に

堤防など海岸保護施設の強化が挙げられるが，それに

は多くの費用と期間を要し，一度実施すると取り壊しや

元の状態への復元が極めて困難である．そのため適応

策の実施にあたり，将来の不確実な高潮リスク変動へ柔

軟に対応した意思決定を行う必要がある．本研究では

三大湾の一つである大阪湾を対象に，不確実な気候変

動へ柔軟に対応できる意思決定のあり方を検討する手

段として，堤防嵩上げの動的意思決定モデルを構築し，

対象期間における経済損失を最小化できる嵩上げ高さ

とタイミングを試算する． 

 

2. 二項過程に基づく動的意思決定モデル 

本研究では堤防の嵩上げを検討する対象期間を

2020～2100年に設定し，5年毎に事業の実施に関する

意思決定を行うものとする．不確実な温暖化状態を

観測しながら，対象期間の各時点で社会厚生が最も

大きくなる場合の堤防嵩上げ高さを選択する．社会厚

生は式(1)に示すように，高潮による年間期待被害額

[−𝐸𝐿(𝑠, 𝑥𝑡)]と堤防嵩上げ費用[−𝐶(𝑥𝑡, 𝑎𝑡)  ，堤防維持

費用[−𝑚]の合計で決定される．式中の𝑠は，政策開始

点の2020年を基準とした海面上昇を表す．海面は対象

期間において，大きさに応じた2パターンの上昇を5年

毎に繰り返すと仮定し，IPCCによる温暖化シナリオに沿

って二項過程モデル化を行った．𝑥𝑡は同じく2020年を

基準とした堤防高さを，𝑎𝑡は𝑥𝑡をもとに決定される堤防

嵩上げ高さを意味し，0.5m刻みで選択する．海面上昇

が𝑠，堤防高さが𝑥𝑡のときの年間期待被害額𝐸𝐿(𝑠, 𝑥𝑡)に

ついては，Si Ha et al.2)が実施した高潮氾濫解析による

データを用いて推定する．𝐶(𝑥𝑡, 𝑎𝑡)は𝑥𝑡の高さを持つ堤

防を𝑎𝑡だけ嵩上げするのに要する費用であり，その大き

さは嵩上げ高さ𝑎𝑡に比例する．𝑚で表される年間の堤

防維持費用は，堤防高さに関わらず一定とする． 

式(2)は，上記の社会厚生をもとに構築した動的意思

決定モデルを示している．式中の𝛽は割引因子であり，𝑟 

を社会的割引率として𝛽 = 1 (1 + 𝑟⁄ )と定義される．これ

を用いて将来における社会厚生の割引価値を算出し，

各期の海面上昇量に応じた二項過程モデルに沿って

対象期間の最終期から後退的に逐次計算を行う． 

 

𝑢(𝑠, 𝑥𝑡 , 𝑎𝑡) = −𝐸𝐿(𝑠, 𝑥𝑡) − 𝐶(𝑥𝑡 , 𝑎𝑡) − 𝑚      (1) 

 

𝑉𝑡(𝑠, 𝑥𝑡) = max
𝑎𝑡≥0

[

−𝐸𝐿(𝑠, 𝑥𝑡) − 𝐶(𝑥𝑡, 𝑎𝑡 ) − 𝑚

+𝛽 {
𝑝𝑢𝑉𝑡+1(𝑥𝑡 + 𝑎𝑡 , 𝑠 + ∆𝑠𝑢)

+𝑝𝑑𝑉𝑡+1(𝑥𝑡 + 𝑎𝑡 , 𝑠 + ∆𝑠𝑑)
}
]  (2) 

 

 上記のモデルを用いて算出する堤防嵩上げ計画に

ついて，本稿では温暖化シナリオと施工期間の違い

による変化に着目する．温暖化シナリオは，IPCC 第

5 次評価報告書による RCP シナリオを適用し，その

中で最悪ケースのRCP8.5と最善ケースのRCP2.6を

検討する．またそれぞれのシナリオについて，堤防

嵩上げに期間が発生しないという理想的な環境を仮

定した場合と，20 年の施工期間が発生する場合を検

討する．なお社会的割引率は，現在の日本で設定さ

れている 4%を使用する． 
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3. 結果および考察 

 各条件のもと，経済損失が最小化される堤防嵩上

げ計画を算出した結果を図-1～4に示す．各図では，

RCP シナリオに基づく二項過程モデル上で海面が

最も大きく上昇する最悪パス，平均的に推移する中

央パス，そして海面上昇量がモデル内で最小となる

最善パスを通る場合の計画をそれぞれ表している． 

 RCP8.5 においては，施工期間が存在しない場合は

最大2.0m，20年の施工期間を要する場合は最大 1.5m

の嵩上げを意思決定するという結果が得られ，対象

期間の後半に積極的な嵩上げを決定する傾向が見ら

れる．一方 RCP2.6 においては，施工期間に関わら

ず 1.0m を超える嵩上げは意思決定されない結果と

なった．これらは RCP2.6 で予測される 2020～2100

年の海面上昇量が RCP8.5 における予測の約半分で

あることや，RCP8.5 では海面が指数関数状に上昇す

ることが要因であると考えられる． 

 また施工期間に着目すると，発生しない場合はよ

り早い時期から嵩上げを決定する傾向が両シナリオ

で見られる．本研究のモデルは施工期間中に新たな 

意思決定ができず，一方で温暖化は進行を続けるた

め，この期間が長いほど嵩上げの実施には慎重にな 

 

ると考えられる．実際には施工期間中に嵩上げ高さ

の見直し等が行われる場合は十分に考えられるため，

こうしたケースを考慮できるようモデルを改善して

いくことが今後の課題として挙げられる． 

 

4. おわりに 

 本稿では不確実な温暖化および高潮リスク増大へ

の適応策として，動的意思決定モデルを用いた堤防

嵩上げ計画の算出を行った．温暖化が大きく進行す

るほど，また施工期間が短いほど積極的な嵩上げを

意思決定するという結果が得られた．今後は施工期

間中における意思決定の見直しや，嵩上げに伴う手

戻り費用などを考慮することでさらに高度な動的意

思決定モデルの構築を目指す. 
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図-1 RCP8.5, 施工期間なし 図-2 RCP8.5, 施工期間 20 年 

図-3 RCP2.6, 施工期間なし 図-4 RCP2.6, 施工期間 20 年 
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